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はじめに
昭和36年（1961）制定された“農業基本法”は農政の基本目標が明らかに
されるものであった。この法律は、農業の発展と農業従事者の地位の向上を
図ることにあると述べている。
この目標を実現するため、施策の基本方向として、「構造改善」が必要と
されており、この構造政策の中心的課題として、自立経営の育成と協業の助
長が示されていた。
この「自立経営」とは、①正常な構成の家族のうちの農業従者が、②正常
な能率を発揮しながらほぼ完全に就業することができる規模であり、かつ、
③当該農業従事者が他産業従事者と均衡する生活を営み得る所得を確保する
ことが可能な家族農業経営（農基法１５条）であって、出来るだけ多くの家族
経営が、自立経営になるよう育成するため必要な施策を講ずるものとされた
のである。
このように、自立経営農家の育成は、わが国農政の大目標であり、これを
実現するため、多くの施策が推進された。
鹿児島県においても、自立農家育成の努力が継続されてきたが、その農家
に対する割合は、全国水準より低かった。
鹿児島県では、平成５年（1993）「担い手農家の目標営農設計」のなかで、
担い手農家は、自立経営農家と同一の農家を示しているが､平成１３年（2001）
の育成目標は14,000戸としていた。
しかし、平成１９年（2007）から、農家への支援政策が、大きく変更され、
①認定農業者一農業経営基盤強化促進法により、経営改善に取り組む意欲
のある農業者が、「農業経営のスペシャリスト」を目指すための“農業
経営改善計画'，を作成し、市町村が認定するもの。農業経営改善計画に
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は、５年後の目標とその達成のための取り組み内容が記載されている。
ａ・経営規模の拡大（もっと経営規模を大きくしたい）
ｂ、生産方式の合理化（農業生産のムダを省きたい）
ｃ・経営管理の合理化（コスト管理をしっかりしたい）
ｄ、農業従事の態様の改善（労働時間を少なくする）
鹿児島県における、平成21年（2009）の認定農業者数は、8.934人
②集落営農一一人で解決できない問題を、みんなでやれば道は開ける。農
作業の受委託をすすめる取り組みや農地の有効利用をすすめ、集落の資
源（農地、機械、施設、労働力）を十分に活かす仕組みのこと。
新しい日本の農業の担い手は、上に示す、認定農家と集落営農に対しての
み、支援がなされることとなった。
③新規就農者の動向
終戦直後の農村は、農業の担い手としては、全国に普及していた青年学校
の卒業生によって占められ、戦後は、新制中学卒業生が、新規学卒就農者の
殆どを占めており、農学校卒業生の一部が、就農または地域のリーダーとし
て活躍していた。
我が国が、高度経済成長期にはいると、農村から都会への、他産業就職者、
さらに出稼ぎ等によって、農村から人口流出が激しくなり、農村人口は、減
少するようになった。
鹿児島県や、県内各自治体でも、農業後継者確保協議会等を組織し、農業
後継者確保に地域独特の施策を実施し、農業後継者確保に力を注いできた。
しかし、現在でも、農業の新規就農者確保は、自治体の重大な問題となっ
ている。
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§１．鹿児島県における農学校教育の動向
（１）戦前の農学校教育
最初に、農学校の歴史をみておこう。
明治14年（1881）農業教育の基本となった「農学校通則」が制定された。
この頃鹿児島県には、農学校は存在しなかった。
本格的に農学校（中学程度）が、設立されるのは、明治28年（1895）制定
の「簡易農学校規定｣、「実業補習学校規定｣、「実業教育費国庫補助法」等が
公布以後のことである。
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鹿児島県では、これと併行して、尋常師範学校に付置されていた「農業専
科補習科」が“鹿児島簡易農学校'，となり、本格的に農業教育が始まった。
この学校は、明治28年（1895）鹿児島師範学校付属農業講習所から、明治
33年（1900）県立鹿屋農学校、（移転)、この後の本県の農業教育の中枢的役
割を果たすこととなる。
鹿屋農学校には、本科、別科が設けられ、この別科は、当時熊本県から多
数雇い入れていた“農業教授人，，を、県独自で養成する目的を持つもので
あった。
鹿屋農学校は、甲種農学校であり、農科、獣医科、農業別科がおかれてい
た。
この頃、鹿児島県知事であった、加納久宣氏（明治27年着任）が、農業
教育に関心を示し、明治34年（1901)、大島農学校（当時の伊津部村）が設
立されているが、乙種農学校として、郡立種子島農林学校（明治37年)、大
島田検外61村組合立篠川農学校等が存在した。
また、これより古く、明治28年（1895）伊作村に、当時の村長宇都為栄
氏によって、村立伊作農学校が農業科、製紙科の２科編成で設立されたが、
大正８年（1919）廃止となった。（この農学校に関しては、筆者が報告を行っ
ている｡）
このように、鹿児島県には、明治32年（1899）「実業学校令」が公布され
た後にも農学校は、以下の５学校が存在する状態であった。
・鹿屋農学校設立明治28年（1895）鹿屋町（師範付属から）
・伊作村立農学校〃２８年（1895）伊作村
・田検外61村立篠川農学校〃３６年（1903）大島郡篠川村
・熊毛郡立種子島農林学校〃３６年（1903）北種子村
・薩摩郡立農蚕学校〃４５年（1912）宮之城村
全国的に、実業教育振興の風潮のなかで、「実業学校令」が公布され、農
学校教育は、この規定によって、運営されることになる。
大正期に入ると、地元の要望をうけ、
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・伊佐農林学校大正３年（1914）大口町
・加世田農学校〃１５年（1926）加世田町
昭和期に入り、経済の不況下に、農村でも自力更生が叫ばれるようになり、
このような社会情勢の中で、
・出水実業学校昭和４年（1929）出水町
・小根占実業学校〃６年（1931）根占町
・市来農芸学校〃９年（1934）市来町
★県立農道館〃１１年（1936）阿久根町
この県立農道館は、後に阿久根農学校に転換（昭和17年）する。
更に、これまで、技術一辺倒から、精神教育が重視されるようになり、生
活を通した農業教育の必要性、宿泊訓練の導入、教科として、農産加工が導
入された。
伊佐農林学校が、農産加工実習として生産した、「豚味噌」は、専売特許
品となるほど有名となった。
農業学校教育の１つの例として、伊佐農林学校を取り上げてみる。
（２）伊佐農林学校
創立は大正３年（1914)、場所は伊佐郡大口町原田
定員120名
その後、組織変更、大正１１年、組合立定時制学校となる。入学資格を小学
校高等科卒とする。
・昭和２年（1927）県立に移管、学則改正、定員240名、林業科専攻生実施
本館、講堂、理科室、耕地3.8ヘクタール拡張、普通教室、作業室、養蚕
室と寄宿舎竣工
・昭和７年（1932）卒業生自営団結成
・昭和８年（1933）農業実習科設置－この入学資格は中学校卒業、１カ年間
の農業自営者育成を行うコース
・昭和８年（1933）第２農場（9.8ヘクタール）設置、ここに機械製茶工場
創設、（この地域では最初の工場）
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・昭和９年
寄宿舎増設一機関誌（国本）月刊誌として発行、笹田校長の指導方針（塾
風教育）が取り入れられるようになる。
農産加工品（更正の素）大量生産、市場販売がはじまる。（卒業者自営者
組合が中心となる｡）
全国農業学校作品入賞、専売特許認定
・昭和15年生徒会（自励会）結成、財団法人（国本会）設立
農業実習科廃止
・昭和20年女子農業科設置
このように、地域の農業後継者育成、地域産業振興の拠点として、農業・
農村の発展のため、大きな役割をはたした。
現在一鹿児島県伊佐農林高等学校農業経営科､森林工学科､農林技術科、
生活‘情報科、８学級生徒数255名
§２．戦後、農業高等学校教育の発足
（１）全日制農業高等学校の発足
昭和23年（1948)、鹿児島県の新制高等学校発足当時、公立高校は「総合
高校」３６校とし、内部組織は「部制」を採用した。１例をあげると、
・鹿児島高等学校一（本部、第１部、第２部、第３部、第４部、第５部、第
６部）
しかし、１年後の昭和24年（1949）総合性を廃止することとなり、部制の
廃止、職業高校の分離独立が行われ、農業高校（農業課程を有する学校を含
む）として、農業教育が展開されることになった。
☆全日制農業高校
鹿屋農業高校農業科、畜産科、園芸科、林業科、土木科、家庭科
阿久根農業高校農業科、農業土木科
加世田農業高校農業科
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市来農芸高校農業科、家庭科
宮之城高校（普通科)、農業科×昭和38年(1963)宮之城農業高校
出水実業高校農業科、（建築科、家庭科）
伊佐農林高校農業科、林業科、家庭科
蒲生高校（普通科)、農業科
西志布志高校農業科
根占高校（普通科)、農業科
種子島農業高校農業科
末吉高等学校畜産科、（普通科)、（商業科）
これらの農業高校は、鹿児島県の意向を受け、農業科を持つ農業高校の、
廃止､統合が行われ､現在農業科を設置する高校は以下のようになっている。
・学校名設置学科所在地
県立鹿屋農業高校自営学科、関連産業学科＊鹿屋市
〃鶴翻高等学校農業工学科、食品技術科阿久根市
〃山川高等学校園芸工学科、農業経済科指宿市
〃加世田常潤高校有機生産学科、食品工学科加世田市
〃市来農芸高校農業経営科、生物工学科、生活科いちき串木野市
〃薩摩中央高校生物生産学科、農業工学科さつま町
〃伊佐農林高校農業経営科、森林工学科伊佐市
〃福山高等学校農業土木科霧島市
〃末吉高等学校生物生産学科曽於市
〃種子島高校生物生産学科西之表市
霧島市立国分中央高校園芸工学科霧島市
＊鹿屋農業高校自営学科一農業科、畜産動物科、生物工学科
関連産業学科一農業機械科、緑地工学科、生活科
県の統合計画による学校統合と学科再編により、一部名称変更が行われて
いる。
これらの高校は、すべて全日制である。
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（２）定時制農業高校の誕生、廃校
昭和22年（1947)鹿児島県は、「鹿児島県新学制実施対策委員会」を設置し、
以下の方針を決定した。
①勤労青年を重視して、定時制課程を多数設置すること。
②男女共学を認め、余剰校舎を新制中学校へ転換すること。
③講堂・図書館を新設して、設備を充実すること。
県当局は、青年学校が、これまで地域に大きな貢献をしてきた学校も多く、
又、独立校舎や専任教員をおく学校も多数存在していたので、出来るだけ多
くの青年学校を「定時制農業高校」に転換することが望ましいとし、大部分
を市町村立とし、設備が充実した学校から、県立に移管することとした。
☆定時制農業高校に移管した学校
【独立校】
・鹿児島農芸高校農業科、家庭科別科農業科
（分校）伊敷分校農業科
・今和泉高等学校農業科、（普通科）別科農業家庭科
・東郷高等学校農業科、家庭科（町立）
・野田高等学校農業科、家庭科
・長島高等学校農業科、家庭科
（分校）東長島校農業科
・栗野高等学校農業科、家庭科（町立）
（横川分校）木材工芸科別科家庭科
（吉松分校）建築科別科家庭科
・佐多高等学校農業科、家庭科（町立）
・南種子高等学校農業科別科家庭科
・屋久島高等学校（普通科）別科農業科、家庭科
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【定時制農業関係学科を併設する学校】
・鹿屋農業高等学校定時制農業科別科家庭科
（市立花岡教場）農業科、家庭科
（村立高隈教場）別科農業科、家庭科
（市立大姶良分校）農業科、家庭科
（村立吾平教場）農業科、家庭科
・枕崎高等学校普通科、家庭科、定時制普通科別科農業科
・川辺高等学校普通科、家庭科、定時制農業科、家庭科
（村立勝目教場）農業科別科家庭科
・薩南高等学校（普通科)、（建築科)、（土木科)、（採鉱冶金科）
定時制（建築科)、（家庭科）
県立霜出分校農業科、家庭科
・笠沙高等学校（普通科）定時制（普通科)、農業科
村立玉林教場別科（水産科）
・市来農芸高校農業科、家庭科別科農業科、家庭科
・伊作高等学校（普通科)、（商業科）定時制（普通科）
定時制別科農業科
・宮之城高等学校（普通科)、農業科定時制農業科
組合立大村分校農業科（別科）家庭科
注）大村分校は、分離独立定時制大村高等学校に
・入来商業高等学校（普通科)､(商業科）定時制農業科別科家庭科
・樋脇高等学校普通科定時制農業科
以上のように、青年学校は、独立農業高校に、また普通高校等に農業科と
して併置され、鹿児島県は、特に定時制農業高校と農業科を持つ高校をあわ
せ、農業系高校の最も多い県となった。
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今、昭和25年度の公立高等学校の学科別、学級数をみると、
全日制 定時制
普通科 農業科 普通科 農業科
県立 417 9０ 3６ 1９
市町村立 4０ 5４ 162
計 457 9０ 9０ 181
しかし、この定時制時農業高校教育に関しては、発足当初から、問題が指
摘されていた。
例えば、昭和27年（1952）の鹿児島県産業教育計画の中で、次のような指
摘がなされている。
ア．設備の不十分
イ．生徒数が定員に満たないこと
ウ．経費の不足
エ．資質の低い生徒が多いため指導上の問題がある
オ．分校や分教場では専任の教員が得難い
時代が進むにしたがって、このような問題をもつ、定時制農業高校教育は、
各方面から取り上げられるようになり、昭和26年（1951）「市町村立高等学
校の県立移管基準」を示し、さらに昭和47年（1972）「鹿児島県第二次県勢
発展計画」のなかで、「学校・学科廃置の適正化」のなかで、農業高校教育
全般にふれており、昭和60年（1985）公布の「鹿児島県次期長期計画」高等
学校教育の充実のなかで、高校の整理統合について、述べている。
このような推移のなかで、農業科、また定時制農業高校の整理統合が進み、
昭和61年度（1986）応募停止となった高校は、大村高校､鹿屋農高吾平分校、
鹿屋農高高隈分校等があり、この外、農業関係学科、募集停止となり、〈詳
細省略〉これを最後に、定時制農業、家庭科の募集はなくなり、鹿児島県
教育界から、定時制農業教育は消滅した。
中野哲二：鹿児島県における農業高校教育と県立農業大学校教育の問題６１
§３．高校の学習指導要領、農業教科の目標、教科の変遷
○新教科一総合農業・ホームプロジェクト・学校農業クラブ
戦後、ＧＨＱは、農業教育の改善を示唆してきた。特に、農業者育成のた
めには、「経営能力の陶冶と指導力の潤養」が必要であることを強調した。
アメリカの農業教育の柱である、「ホームプロジェクト」・「学校農業クラ
ブ」・「農業工作」・「総合農業」の４領域を農業教育の内容に加えることを勧
めた。昭和24年（1949）暫定試案に示されている。
更に、昭和27年（1952）の学習指導要領（試案）のなかに、これらの領域
が含められ、今までの教科とは、大きく異なった教科内容が導入されること
となった。
ａ，総合農業
学習指導要領で示すこの教科の「性格」
（１）「総合農業」は、その土地の将来のよい自営農民になるために必要な農
業に関する教育の内容を、一つの体系にまとめて学習するものである。
(2)「総合農業」の教育内容は、地域社会の必要や生徒の必要によって特色
を持つ。したがって「総合農業」は、その強調する部分の違いによって夫々
農業課程・園芸課程、畜産課程・農林課程などのような特色をもった課程
を構成することができる。
(3)「総合農業」の学習においては、教師の指導のもとに生徒自ら行うホー
ムプロジェクト（家庭実習）が学習の大きな原動力になる。
(4)「総合農業」の学習は､学校農業クラブの活動によって円滑に進められる。
(5)「総合農業」は、自営農民になる者の学習に適するばかりでなく、技術
者になる者にも適する。
また、総合農業の［目標］として
(1)自分の家と郷土の自然的・社会的・経済的環境と農業生産・農業経営と
の関係を理解する。
(2)環境に応じて自ら農業を計画し、実行する能力を養う。
(3)よい農産物を能率的に生産する技術的な能力を養う。
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(4)農産物を正しく、しかも有利に販売する能力を養う。
(5)土地及び労働力に対して、生産性の高い農業を経営する能力を養う。
(6)土地及びその他の天然資源を保持し､進んでよい環境をつくる能力を養う。
(7)農業経営に有利な社会的・経済的環境を維持し、進んでいっそうよい環
境を作る能力を養う。
(8)自分の家や郷土の農業の実態を理解し、進んでこれを改良しようとする
態度を養う。
(9)農業の個人的・社会的な意義を自覚し、これに打ち込む態度を養う。
⑩農村及び農村生活に喜びや楽しみを感じ、作物・家畜を愛育する態度を
養う。
ｂ・昭和35年の改正
農業に関する学科の目標を「農業自営者」教育に関するものと、「関連産
業従事者教育に関するもの」の２つに分けて示している。
例えば、自営学科である、農業科、園芸科、畜産科、蚕業科の教育科目は、
｢主として作物（園芸作物を含む）の栽培、家畜の飼養および農業経営に関
する知識と技術を習得させ、これら業務に従事する農業自営者を養成する」
とし、また関連産業従事者を養成する学科の目標は、例えば農業土木科の場
合｢主として土地改良及び国土の保全､開発に関する知識と技術を習得させ、
これらに関する業務に従事する技術者を統制する」としている。
ｃ、昭和53年の改正
高等学校の教育目標を、
ア．特色ある学校づくり
イ．個性を生かす
ウ．ゆとりのある学校生活
エ．勤労体験を重視すること
等が基本とされた。卒業必要位の85単位が80単位となった。この時の改正
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は、いわゆる「ゆとりのある教育」を重点としていた。
☆改定の要点
（１）基礎的・基本的な内容の重視
①教科の中に「基礎的・基本的な知識と技術を習得させ」を掲げた。
②専門の共通基礎科目として「農業基礎」を設けた。
（２）実験・実習の重視
①実験・実習に充てる授業時間数を農業科目の総授業時数の１０分の４か
ら１０分の５に増加した。
②科目の内容の整理を行い、座学との有機的関係を図り、実験・実習が
やりやすい様に改めた。
③教育課程の弾力化
☆農業教育の目標
農業の各分野における生産や経営に関する基礎的・基本的な知識と技術を
習得させ、農業の意義や役割を理解させるとともに、農業及び農村社会の発
展を図る能力と態度を養う。
ｄ，平成22年の改定
農業は、産業としての農業の各分野に関する知識と技術を習得させること
を目的とする教科。後期中等教育（高等学校、中等教育学校の後期課程、特
別支援学校の高等部）における専門教育に関する各教科（専門教科）の１つ
である。
☆農業の教科の目的
農業の各分野に関する基礎的な知識と技術を習得させ、農業の社会的な意
義や役割を理解させるとともに、農業に関する諸問題を主体的、合理的に解
決し、農業の充実と社会の発展を図る創造的、実践的な能力を育てる。
教育の組織
農業科では、農業の各科目を、次の４分野及び各分野に共通する科目で構
成している。
６４鹿児島経済論集第52巻第１－４合併号（2011年１２月）
（１）共同生活を通して、自主性、協調性、責任感を重んずる態度を養う。
（２）良心と理性により、正しく生きる生活態度をかん養する。
（３）研究心、創造力、実践力に富む農業経営者を養成する。
（４）次世代をになう農村の中堅としての資質を養成する。
○科目
．「農業に関する学科」における「原則履修科目」
「農業科学基礎」「環境科学基礎」「課題研究」
．「農業に関する学科」における「共通的な基礎科目」
「総合実習」「農業情報処理」
．「農業に関する学科」における「選択的な基礎科目」
「作物」「野菜」「果樹」「草花」「畜産」
学習指導要領（農業科）の当初には、教育の目標に、自営者の養成、初級
技術者の養成を掲げていたが、戦後の我が国の社会経済の変化、技術の革新
等を背景におき、農業教育の目標が、生産や経営に必要な能力の育成から、
生涯学習を視野に置いた、農業科各分野の基礎的・基本的な知識と技術の習
得に変化している。
尚、新学習指導要領は平成25年度入学生（数学及び理科は平成24年度入学
生から）実施される予定。
§４．農業経営者育成高等学校の誕生
昭和36年（1961）１０月、中央教育審議会は「農業の近代化に即応する高等
学校農業教育の改善方策について」と言う建議を文部大臣に提出した。この
建議はそのまま受け入れられ「農業高校近代化の実施方策」を公表した。
丁度そのころ、文部政務次官田中敬一氏（元農林省官僚）が、昭和37年
(1962）１０月に田中私案を公表した。この私案は、これまでの農業教育の概念
を大きく破るものであったが、当時発表された構想を示すと次のような内容で
あった。
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○田中試案
ａ・年間に男女５万人ずつ、１５年後に150万人養成を目標にする。農高の
男女共学を廃止し、教育課程も男子は農業実習に、女子は生活・家庭に
重点をおく。
ｂ・各農高の定員は300人、全国１０００校に再編成し、全寮制とする。各校
に30ヘクタールの実習農場と、大型農機具、大家畜80頭を飼育する。
ｃ・生徒の授業料・食費・寮費はすべて農場からの生産収入（10ヘクター
ル当たり７万円を想定、生徒一人.一日当たり203円41銭、栄養所要量
3,500カロリー）で賄い、無料とする。
ｄ、自立経営で５ヘクタールの農地を持つモデル農家を付設する。
ｅ、経費は１校２億円で総計２千億円、３分の２は国庫補助。
ｆ、将来は経営伝習農場を吸収して短期開放講座を開校する。
文部省は、この試案の検討を行い、次の計画案を決定した。（昭和38年）
○文部省案
ａ，自営者養成高校拡充整備費として、７６億6,700万円を見込み、取りあ
えず全国に８校新設する。
ｂ・定員原則として男女同数の１校480人とし、１学年（１クラス40人）
の編成をとる。男女共学は廃止しない。
ｃ・農業近代化に伴う有畜･機械化実習が望まれるので､男子は農業実習、
女子は生活・家庭に力点をおく。
ｄ、２，３年の２学年を全寮制とし、320人収容の寄宿舎を設立する。
ｅ、ｌ農場当たり32ヘクタールの農地確保、大型トラクター、家畜、サイ
ロによる拡充をはかる。
これを基準として、文部省は次の「補助基準」を定めた。
ａ、将来自営者になりうる男女１クラス40人を４学級とし、１学年最低
160人を確保すること。
ｂ・実習農場は１５～20ヘクタールとすること。
ｃ，教育内容は、酪農、園芸、稲作を中心とし、南九州では、これに養豚、
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畑作を追加することが出来る。
§５．鹿児島県における「農業経営者育成高等学校」の教育
昭和39年、文部省は、次の５農業高校を「自営者養成農業高校」として発
足させた。
・鹿児島県市来農芸高等学校・岩手県盛岡農業高等学校・宮城県加美農
業高等学校・新潟県興農館高等学校・宮崎県高鍋農業高等学校
更に、文部省、自営者農業高校の設置の形態について、
１．農業教育の特性にかんがみ、学校の設置形態は、単独制とすべきであ
る。現在、単独の農業高校に、農業自営者を養成する学科（農業科、園
芸科、畜産科等）と農業関連産業従事者を育成する学科（農業製造科、
農業土木科等）が設置されているが、しかし両者の学科はその目標、性
格を異にしているので、学校の管理・運営を効果的に行うため、なるべ
く両者を分離するのがよい。
２．寄宿舎については、農業及び農村生活の特性にかんがみ、寄宿舎生活
を通じて、農業自営者としての心構えを育成し、自律、協同、責任を重
んずる態度を養うと共に、生活指導の強化を計り、学習と生活との関連
を緊密にし、農業教育の効果を高めること。
３．すべての男子及び女子生徒に対して、少なくともｌ～２カ年程度の宿
泊を伴う教育を行うこととし、それに必要な寄宿舎を設備しなければな
らない。（更に追加した）
ａ、市来農芸高等学校（昭和９年創立）
①所在地鹿児島県いちき串木野市湊町160番地
②設置学科一農業経営科、生物工学科、生活科
③学校の沿革
･昭和９年鹿児島県立市来農芸学校として創立
･昭和23年学制改革により、鹿児島県市来農芸高等学校に昇格
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全日制農業科、定時制本科および別科
･昭和31年拓心寮完成
･昭和39年自営者養成農業高等学校の文部省指定を受ける
畜産科、生活科新設
･昭和61年農業経営科、生物工学科新設
･平成10年農業経営者育成高等学校（文部省）
･平成１１年くくり募集実施
･平成17年生活科はくくり募集からはずす
くくり募集一農業経営科、生物工学科
④教育目標
時代の進展や生徒の実態をふまえ、産業教育の基本的理念に基づき、技術
革新や経済の変化に弾力的に対応し、地域社会や時代の要請に応えうる個性
的で、協調‘性のある創造性豊かな人材を育成する。
△経営方針
(1)生徒の実態に即した教育課程を編成し、個々の能力・適性に応じた充実
を図り、基礎学力の向上と特色ある専門教育の推進を目指し、全職員が一
致協力して、教育目標の具現化に努力する。
(2)師弟同行をモットーに心に届く教育を心掛け、至誠・自律・敬愛の校訓
のもと人間'性豊かな活力ある校風を築く。
(3)秩序ある集団生活をすすめると共に、保健思想の啓発・定着を図り、安
全教育の徹底を図る°
(4)寮教育及び農業経営科・生物化学科・生活科の特色を生かし、地域や関
係機関との連携を密にし、学校教育の活性化を図り、地域に開かれた学校
教育を推進する。
⑤本校の特徴
(1)豊かな教養と人間性を身につけた農業社会の先進的経営者・技術者の育
⑥教育課程農業経営科平成22年度
･普通教科国語、地理、公民、数学、理科、保健・体育、芸術、外国語
４７～53単位
･専門科
農業経営科
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成を図る。
(2)寮における共同生活を通して基本的生活習慣を養うと共に遵法・自主・
自律の精神・自立の精神と態度を養わせる。
(3)３学科の特色を生かした専門教育。
(4)社会福祉施設へのワークキャンプ．ふれあい看護体験・町内河川・海岸・
駅周辺の清掃などボランティア活動への積極的な参加。
(5)地域住民と一体となって、サークル活動、開かれた学校づくりに努める。
（動・植物ふれあい体験、園芸講座、市来農芸高校で遊ぼう等）
入学年度
学年
標準単位
平成22年度
１
ａ ｂ
２
ａ ｂ
３
計
備考
????
農業
農業科学基礎
課題研究
総合実習
農業情報処理
作物
野菜
果樹
草花
畜産
農業経営
農業機械
食品製造
食品化学
グリーンライフ
◇2～６
◇2～６
6～１０
◎2～８
2～８
2～８
2～８
2～８
2～８
2～６
2～８
2～８
2～８
2～６
科目単位合計
４
３
７
３
２
△･２
★･２
☆･２
☆･２
△･２
２
△･２
★･２
△･２
1１．１３
２
５
２
△･２
★･２
☆･２
☆･２
△･２
３
△･２
★･２
△･２
□２
１６～2０
４
２
1１
４
0，４
０ ４
０ ４
０ ４
０ ４
５
0，４
0．４
0．４
0，２
34～4０
※
総学 生命と自然 3～６ １ １ １ ３
合計 3０ 3０ 3０ 9０
特活 ホームルーム活動 １ １ １ ３
週当たり総時数 3１ 3１ 3１ 9３
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ａ：生産・加工類．ｂ：生産・流通類．☆★は類型別．・は継続選択．△□は選択
◎必履修科目○選択必履修科目◇原則服修科Ｈ
※うち各学年ｌ単位の計３単位は時間割外の分である。
⑦学校農場
･農場経営規模
水田普通畑作飼料畑露地野菜畑茶園果樹園造園地
５０ａ校内200ａ校外590ａ６９ａ,基礎７５ａｌＯＯａｌ６３ａ２２ａ
温室１０棟ミスト温室１棟ハウス５棟
･家畜飼育頭数
乳牛成牛１９頭、育成１１頭、肉用牛４９頭、豚237頭、採卵鶏2,600羽
学校農場の努力目標
(1)農業経営者及び指導者育成のための営農教育体系の確立
(2)社会の進展に即応した関連産業学科の教育の充実
(3)学習指導内容の精選と、その効果的な展開
(4)学校農場の指導内容と指導方法の確立
(5)時代に即応した専門教育の推進、特に先端技術教育の推進
⑧寮教育（双葉寮）自営者教育
一般寮（青峰寮は省略）
･施設男子寮３０室面積570㎡
女子寮ｌ２室〃５７㎡
管理棟（事務室、保健室、食堂、浴室）603㎡
･指導目標
ア．共同生活を通じて、自主性、協調性、責任感を重んじる態度
イ．良心と理性により、正しく生きる生活態度をかん養する
ウ．研究心
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･努力目標
ア．自学自習の徹底と
イ．基礎学力の向上
ウ．教育環境の整備・改善
⑨入学試験、卒業後の進路
平成23年度入学志願者
農業経営科、生物工学科（くくり）
定員 志願者 倍率 定員
8０ 1０６ 1.36 4０
生活科
願者 倍率
5３ 1.33
この学校では、入学試験を平成１０年までは、各学科別に募集し、平成１１年
から平成16年までは３学科（農業経営科、生物工学科、生活科）の定員合計
120名で募集していたが、平成１７年からは、農業経営科、生物工学科の２科
はくくり募集、生活科のみ単独募集となっている。本校入学試験受験者の偏
差値は35、高校受験生の学力の階層性（普、工、商、農）が、未だ残ってい
ることを示している。
卒業の進路
最近の資料ではないが、卒業後、農業自営をした者は、１年平均１０名であ
り、その他研修（農家）に赴くものが３名（平均）程度存在する程度であり、
農業担い手育成の役割が必ずしも果たせているか、疑問がある。
しかし、後でふれる農業大学校に進学し、卒業後自営する者もいると考え
られる。
そのほか、農業以外の職業に就職した者が、（数年の経過をみると）県外
15名程度、県内１５名程度存在すると考えてよい。
b・鹿屋農業高等学校（明治28年創設）
①所在地鹿児島県鹿屋市寿２－１７－５
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②設置学科・自営者養成学科（農業科、畜産動物科、生物工学科）
・関連産業学科（農業機械科、緑地工学科）
・生活科
③学校の沿革
明治28年鹿児島県尋常師範学校付属農業講習所として設立
明治29年農科を併設、鹿児島県簡易農学校と称し独立、鹿児島市荒田村に
移転
明治33年肝属郡鹿屋村蕨川に移転
明治35年鹿児島県農学校と改称
昭和１２年鹿屋市寿明院(現在地)へ移転
昭和24年第一部を鹿屋農業高等学校と改称
昭和31年鹿児島県立鹿屋農業高校と改称
昭和44年文部省より自営者養成農業高校(Ｂ型)の指定を受ける
平成７年創立１００周年記念式典挙行
平成１０年自営者養成農業高等学校(Ｂ型)を農業経営者育成高等学校と改める
④校訓、教育目標、教育方針
･校訓誠実、敬愛、力行
･教育目標
国及び県の教育政策に則り、また文部科学省指定農業経営育成高等学校
として、地域の農業、文化、産業及び国際社会の発展に寄与する調和のと
れた個性豊かな産業人を育成する。
･教育方針
建学の理念である知識・技術及び円滑な人格の形成を重んじ、校訓の誠
実、敬愛、力行の具現化を図ることにより、地域社会に信頼され、かつア
ピールする学校づくりに務めると共に、各学科の特色を生かした教育を推
進し、一人ひとりが備えた能力と適性の伸長を図り、社会の変化に主体的
⑥学校農場
・農場経営規模
水田普通畑作飼料畑露地野菜畑茶園果樹園造園地
ｌ３０ａ校内1,140ａ校外590ａ６９ａ基礎７５ａｌＯＯａｌ,l45a22a
温室１０棟ファイロンハウス，ビニールハウス
・家畜飼育頭数
乳牛成牛１８頭、育成１７頭、肉用牛１２頭、豚６４頭、採卵鶏833羽
○学校農場の努力目標
(1)農業経営者及び指導者育成のための営農教育体系の確立
(2)社会の進展に即応した関連産業学科の教育の充実
７２鹿児島経済論集第52巻第１－４合併号（2011年12月）
に対応できる人材を育成する。
⑤教育課程農業科平成22年度
･普通教科国語、地理歴史、公民、数学、理科、保健体育、芸術、外国語
４６～56単位
･専門科目（農業科）
入学年度
学年
標準単位
平成22年度
１
ａ ｂ
２
ａ ｂ
３
計
備考
????
農業
農業科学基礎
課題研究
総合実習
農業情報処理
作物
野菜
果樹
草花
畜産
農業経営
農業機械
食品製造
食品化学
グリーンライフ
◇2～６
◇2～６
6～1０
◎2～８
2～８
2～８
2～８
2～８
2～８
2～６
2～８
2～８
2～８
2～６
科目単位合計
４
３
７
３
２
△･２
★･２
☆･２
☆･２
△･２
２
△･２
★･２
△･２
1１，１３
２
５
２
△･２
★･２
☆･２
☆･２
△･２
３
△･２
★･２
△･２
□２
16～2０
４
２
1１
４
0，４
０ ４
０ ４
０ ４
０ ４
５
0．４
0．４
0，４
0，２
34～4０
※
??????
学校農場の地域への活動
・鹿屋農業高校黒豚みそとおむすび販売
・農高紅茶青春１００％販売
⑦寮教育（責善寮）自営者教育入学試験
一般寮（青峰寮は省略）
・施設男子寮３０室面積570㎡
女子寮ｌ２室〃５７㎡
管理棟（事務室、保健室、食堂、浴室）603㎡
教育目標
本校の教育目標にそい、寮生活を通して、教養豊かで実践力に富む社会人を
育成する。
(1)共同生活を通して、自主性、協調性、責任感を重んずる態度を養う。
(2)良心と理‘性により、正しく生きる生活態度をかん養する。
(3)研究心、創造力、実践力に富む農業経営者を養成する。
(4)次世代をになう農村の中堅としての資質を養成する。
中野哲二：鹿児島県における農業高校教育と県立農業大学校教育の問題７３
学習指導内容の精選と、その効果的な展開
学校農場の指導内容と指導方法の確立
時代に即応した専門教育の推進、特に先端技術教育の推進
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⑧入学試験、卒業後の進路
平成23年度入学志願者
農業自営学科
農業科 畜産動物科
定員 志願者 倍率 定員 志願者 倍率
4０ 4１ １．０３ 4０ 3８
産業関連学
農業機械科 機械工学科
定員 志願者 倍率 定員 志願者 倍率
4０ 5２ 1.3 4０ 4０ １
生豚工学科
定員 志願者 倍率
4０ 2８
生活科
定員 願者 倍率
4０ 7３ 1.68
本校の入学志願者は、一時くくり入学試験を行ったが、現在は学科ごとの
入学試験を行っている。志願者は、自営学科の場合、鹿屋市、肝属郡の農家
の子弟（長男）が60％余りを占めているが、その他は会社員等の子弟がふく
まれている。
入学試験受験者は、最近各学科とも、１倍程度が維持されている。受験者
の偏差値は39である。
・卒業後の進路
高校卒業直後の農業自営者は農業自営学科全体で、例年１０名以下である
が、農業大学校等の研修施設を卒業後、農業自営するものが30名程度となっ
ている。
この卒業生に対して、農業後継者との各種連携事業を行っている。（詳細
略）
§６．鹿児島県立農業大学校の教育
前史
この農業大学校は、農林水産省所管の農民教育機関であるが､その発端は、
戦前、串良町に、農民道場が設立されたことからはじまる。
この農民道場は、昭和53年、牧園町に移転し、その名称も「農村センター」
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と改称した。その後、鹿児島県畜産高等営農研修所、鹿児島県園芸高等営農
研修所等の設立が行われたが、昭和57年（1982)、これらの施設を統合した
鹿児島県立農業大学校が設立されることとなった。
平成15年（2003）１月、新農業大学校移転開校（日置市吹上町和田）に移
転・開校。
◎鹿児島県立農業大学校の教育
①所在地日置市吹上町和田１８００
②学部、学科
・農学部野菜科、花き科、茶業科、果樹科
・畜産学部肉用牛科、酪農科、養豚科
③教育目標
・農業経営に必要な最新の知識・技術能力を習得する。
・技術革新や経営の多角化への対応能力や農村地域のリーダーとしての
資質を醸成する。
・寮生活を通じ自主的で責任感を重んじる協調性に富んだ温かい人間性
を養う。
④教育の特徴
・プロジェクト学習を基本とした実技と理論の総合的な実践学習
・農家留学研修（短期・長期)、基礎実習等の実習科目の充実
・試験研究機関等と連携した農畜産物加工やマーケティング技術等、最
新技術教育の実施
・就農計画書の作成や現地研修等の実施による就農促進教育の実施
．全寮制度のもと、自治会活動や課外活動を通じた自立と協調性を備え
た人材の養成
⑤教育課程農業大学校経営及び管理規則別表第１
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別表第１（第５条関係）
（平１４規則３３．全改，平23規則１５・一部改正）
ｌ共通科目
区分
教養科目
専門科目
教育科目
人間関係論くらしと法律体育外国語(英会話）悩報処理基礎
農業経営基礎農業簿記農業気象概論農業機械利用Ｉ農業機械利用
Ⅱ農業機械応用農業概論環境保全型農業土壌肥料基礎農産物マーケ
テイング農業法人農業備報処理農家生活農業指導農業協同組合
農産物の安心・安全
２専攻科目
学部 学科
野菜科
花き科
農学部
茶業科
果樹科
肉用牛科
畜産学部 酪農科
養豚科
教育科目
植物育種植物生理土壌肥料各論土壌診断病害虫診断病害
虫防除果菜栽培Ｉ果菜栽培Ⅱ葉菜栽培根菜栽培園芸施設
園芸施設制御野菜経営各論園芸流通野菜加工生物工学総論
生物工学実習組織培菱卒業論文専攻学習農家留学研修
植物育種植物生理土壌肥料各論土壌診断病害虫診断病害
虫防除切花栽培Ｉ切花栽培Ⅱ鉢物栽培園芸施設園芸施設
制御花き経営各論園芸流通フラワーデザイン生物工学総論
生物工学実習組織培養卒業論文専攻学習農家留学研修
育種植物生理土壌肥料各論病害虫製茶化学茶樹栽培茶
園機械製茶加工流通茶業経営各論環境保全型茶業生物防除
茶インストラクター論生物工学総論組織培養卒業論文専攻
学習農家留学研修
品種植物生理土壌肥料各論環境保全型果樹病害虫みかん
栽培中晩柑栽培ビワ栽培落葉果樹栽培果樹経営各論熱帯
果樹栽培果樹流通加工生物工学総論組織培養生物工学実習
卒業論文専攻学習農家留学研修
家畜栄養家畜飼養管理畜産施設家畜育種家畜解剖Ｉ家畜
解剖Ⅱ家畜生理家畜繁殖飼料作物家畜衛生家畜人工授精
畜産環境保全肉用牛経営各論畜産流通加工畜産政策生物工
学総論受精卵移植家畜登録審査生物工学実習卒業論文専
攻学習農家留学研修
家畜栄養家畜飼養管理畜産施設家畜育種家畜解剖Ｉ家畜
解剖Ⅱ家畜生理家畜繁殖飼料作物家畜衛生家畜人工授精
畜産環境保全酪農経営各論畜産流通加工畜産政策生物工学
総論受精卵移植家畜登録審査生物工学実習卒業論文専攻
学習農家留学研修
家畜栄養家畜飼養管理畜産施設家畜育種家畜解剖Ｉ家畜
解剖Ⅱ家畜生理家畜繁殖豚病学家畜衛生家畜人工授糖
畜産環境保全養豚経営各論畜産流通加工畜産政策家畜登録
審査生物工学総論受精卵移植生物工学実習卒業論文専攻
学習農家留学研修
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■農大の学年システム
酪農 養豚
肉用牛
農学部
養成課程
畜産学部
、
花き
野菜
茶業
果樹
研究課程
畜産
唾
農学
主要教育行事
（１）プロジェクト学習の推進
（２）先進技術の習得
（３）研究報告会の開催
校外研修の実施
野菜部、オランダ、フランス、茶業科、果樹部、オーストラリア
肉用牛部、オーストラリア、酪農部、養豚部、オーストラリア
４月入学式
５月短期農家留学研修（１年生)、九州地区リーダー研修会
６月プロジェクト計画発表会
７月就農相談会、全国農業大学校公刊退会
９月九州地区農業大学校体育大会、プロジェクト実績発表会（２年生）
１０月農家留学研修（２年生）卒業論文発表会（畜産学部）
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12月校内プロジェクト発表会、農大祭
３月卒業式
⑥入学試験、入学者
学部別募集定員等は下記の通りである。試験に、推薦入試、一般入試、研
究部門入試がある。
学部 学科 入学定貝 所在地
野菜科 25名 (うち推薦おおむねl/2１ 1内）
腿学部
花き科
茶業科
20名
15名
(うち推薦おおむねl/2１ l内）
(うち推薦おおむねl/2｣l内）
果樹科 １０名 (うち推薦おおむねl/2｣L内） 日世市吹上町和田1800
肉用牛科 25名 (うち推薦おおむねl/2｣1内）
畜産学部 酪農科 １０名 (うち推駕おおむねl/2１ 【内）
養豚科 １０名 (うち推薦おおむねl/2以内）
・受験資格
次に該当するものとする。
(1)高等学校を卒業した者、若しくは平成23年３月に卒業見込みの者、又は
これと同等以上の学力を有すると知事が認定した者。
(2)卒業後農業に従事する見込みのある者。
・修業年数
修業年数は２年、在学期間中は全寮制とする。
・入学者
平成23年４月８日、入学式が行われた。入学者は、養成部門（農学部・畜
産学部）102名、研究部門４名であった。養成部門の入学者は、農家出身が
半数に満たない状況である。県外出身者が、最近増加の傾向をみせている。
⑦卒業後の進路
本年度の卒業生の進路は“就農者"が最も多く62％を占めている。さらに、
農業関連企業に就職するものが17％、卒業生の80％は農業自営、または農業
関連企業に従事している。農業関連企業には、農業団体、農業法人、市場関
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係が含まれており、将来は自家営農に従事する予定のものが含まれていると
推察できる。
③卒業後の就農状況
最近の資料によると、卒業生のうち、就農したものは、全体の62％、また
農業関連企業（農業団体、農業法人、市場等）に就職するものが17％存在し
ており、卒業生の約80％が農業に関係する仕事に従事している。
しかし、農業大学校の教育の基本方向は、「次代の農業経営を担う農業者
等を育成する」ことと明記されている以上、地域の農業の担い手、地域農村
のリーダーを、更に、現在の農業・農村の難局を打破し、新農業・農村の創
造に貢献できる、若者の育成が望まれているのである。
まとめにかえて
鹿児島県は、平成17年（2005)｢かごしま食と農の県民条例」を制定し、そ
の第２条(2)において、「農業の担い手及び農地、農業資源が確保されるとと
もに、地域の特‘性を生かした農業生産物の生産振興及び産地の育成が図られ
ること｣、更に第１2条(1)には、「経営意欲のある農業者が創意工夫を生かし、
農業経営の展開できる経営管理力能力の向上その他の条件整備、家族農業経
営の活性化及び農業経営の向上その他の条件整備促進に関する施策を活かす
こと」等が述べられている。
このような県の期待に応えるための農業の担い手教育は、どのようにある
べきか、この小論では、担い手育成の重要な役割を果たしている、農業高等
学校及び県立農業大学校教育の現状を考察し、将来の担い手教育に配慮しな
ければならない諸問題を抽出し、今後の、教育実践改善の指針としたいと考
えている。
問題のうち、早期に解決しなければならないと考える点のみにふれる。
(1)農業高校への入学者の問題
最近、農業高校の志願者は、県下全体で見ると、１倍乃至それ以下である
が、この志願者の父兄の職業をみると、農家の子弟がおよそ半数に過ぎず、
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半数は非農家の子弟であり、志願者の父兄の多様さがみられる。
この傾向は、農業自営者養成を主目的とする農業経営者育成高校でも、同
様の傾向がみられる。
このような農業高校の志願者の多様化傾向は、農業高校の教育目標を暖味
にし、さらに将来農業自営者となろうとする生徒の学習意欲を減退させるこ
とともなる。
また、中学校の進学指導に当たって、「普・工・商・農」の学力格差を基
本とする進学指導が行われており、農業の担い手が入学しない現状にあるこ
とも、問題である。
(2)農業教科改定と農業経営者育成高校の位置付け
最近の学習指導要領の農業教科の区的、内容等をみると、時代の流れを大
きく反映している事が分かる。
生徒一人一人が「生きる力」を育んでいくことが重要課題となっており、
更に社会的に求められている、食糧生産、環境保全の視点から、農業の大切
さについて県民の理解を深め、農業の担い手をおくせいし、学校開放を通じ
た地域社会の活性化を図るものである。
また、農業教科の組織として、次の４分野とする。
（１）主として農業の経営と食品産業に関する分野
（２）主としてバイオテクノロジーに関連する分野
（３）主として環境創造と素材生産に関する分野
（４）主としてヒューマンサービスに関連する分野
この中で、農業の担い手育成は(1)に属すると考えられるが、農業高校の役
割が、農家の基本問題である事を忘れてはならない。
この状態と関連して、全国に設立され、しかも、鹿児島県には２校存在す
る、農業自営者養成高校の日本農業・農村のなかでの存在意義を、検討して
みる必要があると考える。
(3)小・中・高等学校の連携の必要性
地区内の、小学校、中学校、高等学校との連携が必要である。小学校では、
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社会科のなかで、郷里の農業の歴史・現状について、さらに、中学校では、
技術・家庭科のなかで、栽培、食と農の問題等にふれることとする。このよ
うにして、生徒に、自分の郷土の農業の歴史・実態をしらしめ、先輩の、こ
れまでの農業に対する苦労・努力を理解することが、郷土を愛することにも
結びつくと考えられる。
特に、中学校教育において、将来の農業担い手の、適格者を農業高校に推
薦することは、将来の日本農業の発展のため、重要なことである。
また、高等学校では、これらの地域の小学・中学校に対して、農業に関す
る教材の作成、配布、体験学習、さらには、生徒、父兄に対する、「我が郷
土の農業・農村」をテーマとする、開放講座を開設すること、学校見学、農
場産物販売、大型農機具利用等、見本園開放等の行事を開催することも必要
である。
小学生から、高校入学までに、地域の農業、農村、農家の実態を把握した、
農業に希望を持った入学生が、増加することは確実である。
(4)農業大学校との連携
農業大学校と農業高校の連携については、既に文部科学省と農林水産省
で、「青年農業者の育成の充実を図ること」事業が開始され、農業高校と農
業大学校のカリキュラムを連続性のあるものにしようとする努力は行われて
いる。
最近、農業高校卒業生の就農者が減少しているなかで、農業大学卒のプロ
フェッショナル就農が増加していることは、将来の農業担い手の養成は、農
業大学校が、就農の最終学校としての役割が、ますます増加すると考えられ
る。
このような点から、就農希望者に対する、徹底した営農教育の実施が望ま
れる。
志願者に関して、県外からの志願者、非農家の子弟の志願者に力点をおく
のでなく、農業大学校は、農家の子弟で、将来、本県の農業プロとして活躍
できる人材育成に力を注ぐべきである。
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学習指導要領の変遷く農業教科〉
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学習指導要領
高等学校農業編
(暫定試案）
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学習指導要領
高等学校農業編
(試案９）
昭和31年度
改訂版高等学校
学習指導要領
農業科絹
昭和35年度
高等学校学習
指導要領
昭和45年度
高等学校学習
習得させる
知識・技術
理解させる内容
将来、自らから農業を営もうとする
者、あるいは、農業に関する初級の
技術者となろうとする者のために
将来、自らから農業を営み、あるいは初
級技術者として農業に関する職梁に従耶
農業の各分野にお
ける生産および経
営に必要な知職と
技術を習得させる
農業の各分野にお
ける生産や経営に
関する知職や技術
環境と農業との
関係並びに農業
技術の科学的根
提を理解し
器
養う能力
農業に関する科
学的・実際的な
能力を饗成する
にある
我が国農業の改
良・発展の指導
力となるために必
要な科学的・実際
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鴬進んでこれをよりよ<する能力を碇う
li塾&雪雲１
養う態度
農業の意義を自
覚し進んでこれ
を改良しようと
する態度を狭う
陰|露需７１
その改善を図り、農業を合理化する能力と
態度を提う
指導要領 を習得させる 祭 － 岸 農村社会の向上発腿を図る態度を養う
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指導要領
平成元年度
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指導要領
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指導要領
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農業の各分野に関
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的な知繊と技術を
習紳させ
農業の各分野に関
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習得させ
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斗
計
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展業の意装や役割を
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展業の意義や役割を
理解させるとともに
展業の社会的な意
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高知園芸高校山本輝明氏の報告の記赦年表より引用。
但し、昭和27年、平成22年は、筆者追加。
農業および農村社会の発展を図る能力と態
度を義う
主体的に農業の発展を図る能力と態度を青
てる
農業に関する諸課題を主体的、合理的に解
決し、農業の充実と社会の発展を図る創逓
的、実跳的な能力と態度を育てる
農薬に関する諸課題を主体的、合理的に解
決し農業の充実と社会の発展を図る創造的、
実殴的な能力と態度を育てる
